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75年 80年 85年 90年 95年
福岡市人口 1,002,201 1,088,588 1,160,440 1,237,062 1,284,795
流入市町村数 41 41 42 45 50

流入市町村通勤通学総数 540,869 601,159 664,735 774,227 890,625
流入総数 128,349 149,898 167,116 201,169 232,587

福岡市への市町村流出割合 23.73% 24.93% 25.14% 25.98% 26.12%
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1．研究の背景 

 ここ数十年間、地方公共団体の行財政能力の向上や市
町村合併の推進などにより広域行政を取り巻く環境は変

化を見せている。さらに、モータリゼーションの発達な

どにより人々の生活活動範囲は広域化してきた。  
このような背景の下、地方中枢都市圏について、圏域

内での交流状況や圏域の構造などを明らかにすることは、

どのような形で広域交流がなされているかなど基本的な
事項を確認するうえで重要である。  
 
2．研究の方法と目的および対象地域 
 本研究では、福岡県の 97 市町村、および、福岡県に隣
接する 4 県（佐賀県、熊本県、大分県、山口県）の市町
村を研究対象地域とし、住民の代表的な生活行為である
通勤通学流動を抽出し、1975年、1980年、1985年、1990
年、1995年の「5時点（20年間）」における、九州地区の
中枢都市としての福岡市と他市町村間の通勤通学状態を
定量的に把握し、各時点の都市圏の変化及び、都市圏の

構造特徴を分析する。 

データは「国勢調査報告第 2 表 従業・通学市区町村
別 15歳以上就学者数及び 15歳以上通学者数」1)を用いる。 
本研究の目的は、通勤通学の行為によって、九州地区

における中枢都市としての福岡県の福岡市を中心とし、
20 年間の通勤通学圏域が形成される経緯を分析し、以下
の 2つを明らかにする。 
①中枢都市圏の経年的な構成と変化 
②中枢都市圏の圏域構造の特徴および、圏域の範囲 

 
3．交流率の選定 
まず、通勤通学による地方中枢都市圏の構成と変化特

徴に関する研究（その  1）2)、（その 2 、3）3)における福
岡県、大分県の県内都
市圏についての交流率

（流出率）注 1)は 5％を
採用している。つまり、
県内都市圏の確定基準

として交流率の 5％を
利用していることから、
本研究では、福岡市を

中心とした福岡都市圏の市町村は主に福岡県内が多く、

福岡県内都市圏と関連付けるためにも同じ交流率 5％を選
定した。  
 
4．都市圏の経年変化 

3 により交流率を 5％に選定した。そこで、国勢調査デ
ータから福岡市への流出率 5％以上の市町村を抽出し、各
時点ごとに福岡市を中心とした福岡都市圏の範囲を地図
上に表した。（図 1.1、1.2，1.3）これらを比較することに
より変化の特徴を分析する。  
1975年  
 1975 年時点では、福岡市への流出率が 5％をこえる市
町村は、佐賀県では 5市町、福岡県内では 36市町村であ
り、熊本県、大分県、山口県からの流出はみられない。
また、圏域の特徴として、佐賀県内の市町村で福岡市に

隣接している市町村からの流入はなく、それらの市町村

より遠距離である福岡県内市町村や、福岡県に入り込む
ように位置している基山町、鳥栖町、中原町、北茂安町

からの流入を集めている。  
1980年  

1980 年時点の流入先市町村数は佐賀県から 5 市町、福
岡県では 36市町村である。1975年時点と圏域に変化はみ
られないが、表 1 をみると、福岡市への流出割合は増加
しており圏域の拡大傾向にある。  
1985年  
 1985 年時点では、佐賀県からの流入市町村で北茂安町
の流出率が 5％以下になるが、福岡県内市町村からの流入
は 2 町（朝倉町、碓井町）増加している。また、福岡市
への流出割合は、増加しているため、福岡市の圏域は
徐々に拡大し、吸引力を強めていることが伺える。  
 

表 1 交流率 5％における福岡市を中心とした通勤通学状況  
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1990年  
1990 年時点では、流入市町村数は佐賀県から 5 市町、

福岡県内から 40 市町村であり、福岡市への流出率も増加

しており、1985年時点に続き 1990年時点においても圏域
は拡大していることがわかる。  

1995年  

1995 年時点においては、流入市町村が 5 市町（中間市、
嘉穂町、庄内町、頴田町、杷木町）増加しており、各時

点間で、最も大幅な圏域の拡大が見られ、5 時点で圏域が
最大である。  
 
5、まとめ 

4 において福岡市を中心都市とした福岡都市圏の経年変
化について述べた。福岡都市圏は、1975年から 1995年の

20 年間で、流入総数だけでなく流出率も増加している。

1995年では 26.12％と高く、人口増加に加え他市町村から
の吸引力を強めていることがわかる。また、圏域を構成

している市町村数も増加しており、圏域も年々拡大して

いることがわかる。隣接県との関係においては、熊本県、

大分県、山口県からの流入は無く、福岡市が福岡県と佐

賀県のほぼ中央に位置しているため、佐賀県からのみ流

入があり、これは全時点に共通している。しかし、流入

している佐賀県内の市町村をみると、福岡市に隣接して

いる市町村からの流入はみられず、福岡県に入り込むよ

うに位置している市町村から流入している。  
福岡市は福岡県の中心都市であると同時に、九州地区

の中枢都市としての強い吸引力をもち、その影響力は

年々強くなる傾向にあるといえる。 

本研究では、通勤通学の流動において都市圏を確定し

たが、通勤通学の流動は交通機関などの有無に左右され

るため、今後、通勤通学以外の要因や、交通網と圏域の

関係など様々な観点から分析、比較する必要がある。 
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1）交流率（流出率）＝ 
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100×
通学人口総数当該市町村の常住通勤
通学人数市町村から流出の通勤

図 1.1 1975年 交流率 5％における都市圏の範囲 

図 1.2 1985年 交流率 5％における都市圏の範囲 

図 1.3 1995年 交流率 5％における都市圏の範囲 
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